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奈良市報告第６０号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　平成２９年度奈良市一般会計補正予算（第３号）

－ 04 － － 1－



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　平成２９年９月２９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　平成２９年度奈良市一般会計補正予算（第３号）

－ 2－ － 3－



平成２９年度奈良市一般会計
補正予算（第３号）　　　　

　平成２９年度奈良市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１４３，０００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２８，２０７，５０２千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

－ 2－ － 3－



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

15．国 庫 支 出 金
千円

23,432,978
千円

20,000
千円

23,452,978

3 ．国 庫 委 託 金 143,889 20,000 163,889

16．県 支 出 金 7,744,996 123,000 7,867,996

3 ．県 委 託 金 69,665 123,000 192,665

歳 入 合 計 128,064,502 143,000 128,207,502

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 ．総 務 費
千円

14,042,020
千円

123,000
千円

14,165,020

5 ．選 挙 費 329,188 123,000 452,188

11．教 育 費 10,897,090 20,000 10,917,090

1 ．教 育 総 務 費 2,516,313 20,000 2,536,313

歳 出 合 計 128,064,502 143,000 128,207,502

－ 4 － － 5－



－ 4－ － 5－



－ 6－ － 7－



－ 6－ － 7－



－ 8－ － 9－



－ 8－ － 9－



－ 10 － － 11 －



－ 10 － － 11 －



－ 12 － － 13 －



－ 12 － － 13 －



－ 14 － － 15 －



奈良市報告第６１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－ 14 － － 15 －



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１０月２４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年６月２８日午前９時５分頃、大和郡山市下三橋町地内において発生した、本

市業務に使用した奈良市社会福祉協議会所有の軽自動車が相手方の普通自動車に接触し損

傷させた事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　２５７，２５６円

－ 16 － － 17 －



奈良市報告第６２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－ 16 － － 17 －



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１０月３１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年９月２６日午前１１時４０分頃、奈良市左京六丁目地内において発生した、

本市の公用車が相手方のトラックと接触した事故について、和解により次のとおり損害賠

償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　１０，６９２円

－ 18 － － 19 －



奈良市報告第６３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　和解及び損害賠償の額の決定について

－ 18 － － 19 －



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　平成２９年１１月８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成２９年１０月１０日午後６時３０分頃、奈良市八条町地内において発生した、市道

の穴ぼこにより、走行していた相手方の軽自動車のタイヤ等が損傷した事故について、和

解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　２３，６３４円

－ 20 － － 21 －



奈良市議案第９８号

市長専決処分の報告及び承認を
求めることについて　　　　　

　地方自治法第１７９条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定によりこれを報告し、その承認を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　平成２９年度奈良市一般会計補正予算（第４号）

－ 20 － － 21 －



市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　平成２９年１１月９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

記

１　平成２９年度奈良市一般会計補正予算（第４号）

－ 22 － － 23 －



平成２９年度奈良市一般会計
補正予算（第４号）　　　　

　平成２９年度奈良市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１０３，０００千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２８，３１０，５０２千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条　地方債の変更は、「第２表　地方債補正」による。

－ 22 － － 23 －



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

第２表　地方債補正

　１．変更分

款 項 補正前の額 補　正　額 計

20．繰 越 金
千円

396,704
千円

7,500
千円

404,204

1 ．繰 越 金 396,704 7,500 404,204

22．市 債 12,255,200 95,500 12,350,700

1 ．市 債 12,255,200 95,500 12,350,700

歳 入 合 計 128,207,502 103,000 128,310,502

款 項 補正前の額 補　正　額 計

12．災 害 復 旧 費
千円

45,819
千円

103,000
千円

148,819

1 ．農林水産業施設災 害 復 旧 費 13,819 15,000 28,819

2 ．土 木 施 設
災 害 復 旧 費 32,000 73,000 105,000

3 ．教 育 施 設
災 害 復 旧 費 － 15,000 15,000

歳 出 合 計 128,207,502 103,000 128,310,502

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

災 害 復 旧 事 業
千円

35,200
千円

130,700

計 12,255,200 12,350,700
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奈良市議案第９９号

平成２９年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）　　　　　　

（総則）

第�１条　平成２９年度奈良市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。

（収益的収入及び支出）

第�２条　平成２９年度奈良市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた

収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用　　　 　8,841,000千円　　　 △75,155千円� 8,765,845千円

　　第１項　営 業 費 用　　　 8,204,491千円　　　 △75,155千円� 8,129,336千円

（資本的収入及び支出）

第�３条　予算第４条本文括弧書中「不足する額２，１７３，０００千円」を「不足する額

２，１７７，７３０千円」に、「過年度分損益勘定留保資金５７６，５８６千円」を

「過年度分損益勘定留保資金１，０２２，３５８千円」に、「当年度分損益勘定留保資

金１，５３６，８２８千円」を「当年度分損益勘定留保資金１，０９５，７８６千円」

に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　 4,133,000千円　　　　  4,730千円� 4,137,730千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　　 2,271,593千円　　　 　 4,730千円� 2,276,323千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　⑴　職 員 給 与 費　　　　 　1,643,024千円　　　 △70,425千円� 1,572,599千円

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸
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附　　属　　書　　類

１．平成２９年度　奈良市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

２．平成２９年度　奈良市水道事業補正予定キャッシュ・フロー計算書（第１号）

３．平成２９年度　奈良市水道事業給与費明細書（第１号）

４．平成２９年度　奈良市水道事業補正予定貸借対照表（第１号）

５．平成２９年度　奈良市水道事業会計補正予算（第１号）参考書
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平成２９年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）実施計画　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 水道事業費用 8,841,000 △ 75,155 8,765,845

１. 営 業 費 用 8,204,491 △ 75,155 8,129,336

１.原水及び浄水費 2,366,395 △ 28,926 2,337,469

２.配 水 費 404,287 △ 4,218 400,069

３.給 水 費 196,149 △ 19,232 176,917

４.施設管理費 508,331 △ 120,254 388,077

５.受託工事費 18,666 5,695 24,361

６.業 務 費 341,088 △ 2,849 338,239

７.総 係 費 856,225 49,794 906,019

８.東部管理費 19,447 46,816 66,263

９.都祁管理費 121,234 △ 2,097 119,137

10.月ヶ瀬管理費 47,573 116 47,689

－ 36 － － 37 －



資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資本的支出 4,133,000 4,730 4,137,730

１. 建設改良費 2,271,593 4,730 2,276,323

１.配水施設整備費 253,688 △120 253,568

２.配水施設費 100,894 202 101,096

３.施 設 費 976,417 △1,993 974,424

４.配水施設改良費 811,878 1,932 813,810

５. 受託配水管改良費 84,943 4,709 89,652

－ 36 － － 37 －



平成２９年度奈良市水道事業補正予定
キャッシュ・フロー計算書（第１号）

（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）
� （単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）� 333,253 
　　　減価償却費� 3,100,545 
　　　引当金の増減額（△は減少）� △ 43,750 
　　　長期前受金戻入額� △ 1,339,363 
　　　受取利息� △ 300 
　　　支払利息� 266,675 
　　　ダム負担金利息� 102,909 
　　　固定資産除却損� 224,054 
　　　未収金の増減額（△は増加）� △ 19,819 
　　　未収消費税等の増減額（△は増加）� 17,725 
　　　前払金の増減額（△は増加）� 27,854 
　　　未払金の増減額（△は減少）� 162,537 
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� △ 8,644 
　　　その他流動資産の増減額（△は増加）� 17 
　　　小計� 2,823,693 
　　　利息の受取額	�  300 
　　　利息の支払額	�  △ 369,584 
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー	�  2,454,409 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △ 2,301,107 
　　　負担金による収入� 549,883 
　　　分担金による収入� 238,542 
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー	�  △ 1,512,682 

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 504,000 
　　　一時借入金の返済による支出� △ 504,000 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 1,122,200 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △ 1,075,431 
　　　長期割賦金の償還による支出� △ 700,652 
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー	�  △ 653,883 

　　　資金増加額� 287,844 
　　　資金期首残高� 4,508,173 
　　　資金期末残高� 4,796,017 
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平成２９年度奈良市水道事業補正予定貸借対照表（第１号）
（平成３０年３月３１日）

�
（単位：千円）

資　　産　　の　　部 
１．固　定　資　産
⑴　有 形 固 定 資 産
イ 土 地 4,141,893 
ロ 建 物 4,587,039 
 減 価 償 却 累 計 額 △ 1,957,482 2,629,557 
ハ 構 築 物 86,620,463 

減 価 償 却 累 計 額 △ 42,380,596 44,239,867 
ニ 機 械 及 び 装 置 18,650,987 

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,010,742 4,640,245 
ホ 車 両 運 搬 具 101,382 

減 価 償 却 累 計 額 △ 73,659 27,723 
ヘ 器 具 備 品 165,968 

減 価 償 却 累 計 額 △ 116,312 49,656 
ト 建 設 仮 勘 定 222,635 
有 形 固 定 資 産 合 計 55,951,576 

⑵　無 形 固 定 資 産
イ ダ ム 使 用 権 20,311,558 
ロ 水 利 権 95,469 
ハ その他無形固定資産 1,309,177 
無 形 固 定 資 産 合 計 21,716,204 

⑶　投� 資
イ 出 資 金 3,175 
投 資 合 計 3,175 

固 定 資 産 合 計 77,670,955 
２．流　動　資　産
⑴　現　　金　　預　　金 4,796,017 
⑵　未　　　　収　　　　金 761,807 

貸 倒 引 当 金 △ 49,888 711,919 
⑶　貯　　　　蔵　　　　品 29,910 
⑷　そ の 他 流 動 資 産 1,106 
流 動 資 産 合 計 5,538,952 
資  産  合  計 83,209,907 
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負　　債　　の　　部 
３．固　定　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
 充てるための企業債 15,223,039 
企 業 債 合 計 15,223,039 

⑵　引　　　　当　　　　金
イ 退 職 給 付 引 当 金 1,181,750 
引 当 金 合 計 1,181,750 

⑶　長 期 未 払 割 賦 金　 1,847,392 
固 定 負 債 合 計 18,252,181 

４．流　動　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
 充てるための企業債 1,032,277 
企 業 債 合 計 1,032,277 

⑵　ダ ム 割 賦 負 担 金 573,886 
⑶　未　　　　払　　　　金 393,732 
⑷　前　　　　受　　　　金 21,509 
⑸　引　　　　当　　　　金
イ 賞 与 引 当 金 113,059 
引 当 金 合 計 113,059 

⑹　預　　　　り　　　　金 381,737 
流 動 負 債 合 計 2,516,200 

５．繰　延　収　益
⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 51,508,626 
⑵　収　益　化　累　計　額 △ 21,910,200 29,598,426 
繰 延 収 益 合 計 29,598,426 
負 債 合 計 50,366,807 
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資　　本　　の　　部 
６．資　　本　　金 11,682,951 
７．剰　　余　　金
⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952 
ロ 諸 補 助 金 106,602 
ハ 分 担 金 5,401,638 
ニ 負担金その他諸収入 11,743,704 
資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896 

⑵　利 　 益 　 剰 　 余 　 金
イ 減 債 積 立 金 700,000 
ロ 水道老朽施設更新積立金 1,700,000 
ハ 当年度未処分利益剰余金 143,253 
利 益 剰 余 金 合 計 2,543,253 

剰 余 金 合 計 21,160,149 
資 本 合 計 32,843,100 
負 債 資 本 合 計 83,209,907 
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平成２９年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）参考書　　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 水道事業
費 用 8,841,000 △ 75,155 8,765,845

１. 営業費用 8,204,491 △ 75,155 8,129,336

１.原水及び
浄 水 費 2,366,395 △ 28,926 2,337,469

⑴給 料 99,880 △ 11,077 88,803

⑵手 当 58,409 △ 9,519 48,890

⑶賞与引当金
繰 入 額 16,845 △ 2,235 14,610

⑹法定福利費 35,208 △ 6,095 29,113

２.配 水 費 404,287 △ 4,218 400,069

⑴給 料 39,893 △ 962 38,931

⑵手 当 27,698 △ 1,955 25,743

⑶賞与引当金
繰 入 額 6,602 △ 420 6,182

⑹法定福利費 13,895 △ 881 13,014

３.給 水 費 196,149 △ 19,232 176,917

⑴給 料 60,988 △ 9,197 51,791

⑵手 当 35,056 △ 5,596 29,460

⑶賞与引当金
繰 入 額 9,378 △ 1,511 7,867

⑹法定福利費 19,817 △ 2,928 16,889
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� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

４.施設管理費 508,331 △ 120,254 388,077

⑴給 料 136,637 △ 59,639 76,998

⑵手 当 77,593 △ 31,438 46,155

⑶賞与引当金
繰 入 額 21,777 △ 8,986 12,791

⑹法定福利費 45,973 △ 20,191 25,782

５.受託工事費 18,666 5,695 24,361

⑴給 料 6,616 2,768 9,384

⑵手 当 4,528 1,693 6,221

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,098 561 1,659

⑹法定福利費 2,547 673 3,220

６.業 務 費 341,088 △ 2,849 338,239

⑴給 料 25,762 △ 1,045 24,717

⑵手 当 17,920 △ 1,096 16,824

⑶賞与引当金
繰 入 額 3,485 △ 78 3,407

⑹法定福利費 8,210 △ 630 7,580

７.総 係 費 856,225 49,794 906,019

⑴給 料 207,985 29,001 236,986

⑵手 当 148,463 15,752 164,215

⑶賞与引当金
繰 入 額 34,161 5,399 39,560

⑹法定福利費 74,460 9,391 83,851

⑻退職給付費 112,761 △ 9,749 103,012

８.東部管理費 19,447 46,816 66,263

⑴給 料 － 21,350 21,350

⑵手 当 － 14,454 14,454

⑶賞与引当金
繰 入 額 － 3,688 3,688

⑹法定福利費 － 7,324 7,324
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� （単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資 本 的
支 出 4,133,000 4,730 4,137,730

１. 建 設
改 良 費 2,271,593 4,730 2,276,323

１.配水施設
整 備 費 253,688 △ 120 253,568

⑴給 料 7,221 46 7,267

⑵手 当 3,823 △ 38 3,785

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,179 2 1,181

⑹法定福利費 2,575 △ 130 2,445

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

９.都祁管理費 121,234 △ 2,097 119,137

⑴給 料 6,898 △ 904 5,994

⑵手 当 5,076 △ 536 4,540

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,077 △ 73 1,004

⑹法定福利費 2,692 △ 584 2,108

10.月 ヶ 瀬
管 理 費 47,573 116 47,689

⑴給 料 4,632 △ 1 4,631

⑵手 当 4,500 256 4,756

⑹法定福利費 1,960 △ 139 1,821
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� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

２.配水施設費 100,894 202 101,096

⑴給 料 30,235 157 30,392

⑵手 当 21,698 △ 121 21,577

⑶賞与引当金
繰 入 額 5,474 178 5,652

⑹法定福利費 10,605 △ 12 10,593

３.施 設 費 976,417 △ 1,993 974,424

⑴給 料 13,743 △ 743 13,000

⑵手 当 9,454 △ 690 8,764

⑶賞与引当金
繰 入 額 2,208 △ 140 2,068

⑹法定福利費 5,127 △ 420 4,707

４.配水施設
改 良 費 811,878 1,932 813,810

⑴給 料 57,795 522 58,317

⑵手 当 36,330 703 37,033

⑶賞与引当金
繰 入 額 10,143 163 10,306

⑹法定福利費 19,710 544 20,254

５.受託配水管
改 良 費 84,943 4,709 89,652

⑴給 料 10,717 1,874 12,591

⑵手 当 7,985 1,804 9,789

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,776 485 2,261

⑹法定福利費 3,923 546 4,469
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奈良市議案第１００号

平成２９年度奈良市下水道事業会計
補正予算（第１号）　　　　　　　

（総則）

第�１条　平成２９年度奈良市下水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。

（収益的収入及び支出）

第�２条　平成２９年度奈良市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定め

た収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　下水道事業費用　　　　 8,040,000千円　　 　　18,255千円� 8,058,255千円

　　第１項　営　業　費　用　　 　7,213,757千円　　 　　18,255千円� 7,232,012千円

（資本的収入及び支出）

第�３条　予算第４条本文括弧書中「不足する額８９７，０００千円」を「不足する額８９

　７，６０２千円」に、「過年度分損益勘定留保資金４０５，７０４千円」を「過年度分

　損益勘定留保資金４９８，５９７千円」に、「当年度分損益勘定留保資金４９１，２９

　６千円」を「当年度分損益勘定留保資金３９９，００５千円」に改め、資本的支出の予

　定額を次のとおり補正する。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　　　　　　　　　　　　　 　支　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　　　　 4,432,000千円　　 　 　　602千円� 4,432,602千円

　　第１項　建 設 改 良 費　　 　  920,272千円　　 　　 　602千円� 920,874千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

　　　（科　　　目）　　　　 　（既決予定額）　 　（補正予定額）　　 　（計）

　　⑴　職 員 給 与 費　　　　　   220,977千円　　 　　18,857千円� 239,834千円

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸
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附　　属　　書　　類

１．平成２９年度　奈良市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

２．平成２９年度　奈良市下水道事業補正予定キャッシュ・フロー計算書（第１号）

３．平成２９年度　奈良市下水道事業給与費明細書（第１号）

４．平成２９年度　奈良市下水道事業補正予定貸借対照表（第１号）

５．平成２９年度　奈良市下水道事業会計補正予算（第１号）参考書
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平成２９年度奈良市下水道事業会計
補正予算（第１号）実施計画　　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 下水道事業費用 8,040,000 18,255 8,058,255

１. 営 業 費 用 7,213,757 18,255 7,232,012

１.管 渠 費 166,926 24,946 191,872

４.普及指導費 71,623 2,058 73,681

６.総 係 費 205,560 △ 8,749 196,811

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資本的支出 4,432,000 602 4,432,602

１. 建設改良費 920,272 602 920,874

１.管渠建設費 341,474 602 342,076
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平成２９年度奈良市下水道事業補正予定
キャッシュ・フロー計算書（第１号）　
（平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

� （単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）	� △ 718,551 
　　　減価償却費� 3,949,221 
　　　引当金の増減額（△は減少）� 8,549 
　　　長期前受金戻入額� △ 2,353,532 
　　　支払利息� 646,699 
　　　固定資産除却損� 402 
　　　未収金の増減額（△は増加）� △ 307 
　　　未収消費税等の増減額（△は増加）	�  △ 5,319 
　　　前払金の増減額（△は増加）� 22,150 
　　　未払金の増減額（△は減少）� 1,904 
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� △ 4,147 
　　　預り金の増減額（△は減少）� △ 4,574 
　　　小計� 1,542,495 
　　　利息の支払額	�  △ 646,699 
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー	�  895,796 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △ 645,596 
　　　無形固定資産の取得による支出� △ 251,332 
　　　国庫補助金等による収入� 158,512 
　　　受益者負担金等による収入� 28,924 
　　　一般会計からの繰入金による収入� 1,356,714 
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� 647,222 

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 1,000,000 
　　　一時借入金の返済による支出� △ 1,000,000 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 1,909,200 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △ 3,508,869 
　　　リース債務の返済による支出� △ 1,859 
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� △ 1,601,528 

　　　資金減少額� 58,510
　　　資金期首残高� 98,530 
　　　資金期末残高� 40,020 
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平成２９年度奈良市下水道事業補正予定貸借対照表（第１号）
（平成３０年３月３１日）

�
（単位：千円）

資　　産　　の　　部 
１．固　定　資　産
⑴　有 形 固 定 資 産
イ 土 地 1,618,410 
ロ 建 物 612,055 
 減 価 償 却 累 計 額 △ 111,436 500,619 
ハ 構 築 物 111,998,749 

減 価 償 却 累 計 額 △ 13,833,216 98,165,533 
ニ 機 械 及 び 装 置 2,957,601 

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,121,952 1,835,649 
ホ 車 両 運 搬 具 1,725 

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,220 505 
ヘ 器 具 備 品 1,782 

減 価 償 却 累 計 額 △ 578 1,204 
ト 建 設 仮 勘 定 11,310 
有 形 固 定 資 産 合 計 102,133,230 

⑵　無 形 固 定 資 産
イ 施 設 利 用 権 4,663,486 
ロ リ ー ス 資 産 1,733 
無 形 固 定 資 産 合 計 4,665,219 

固 定 資 産 合 計 106,798,449 
２．流　動　資　産
⑴　現　　金　　預　　金 40,020 
⑵　未　　　　収　　　　金 817,118 

貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 26,544 790,574 
流 動 資 産 合 計 830,594 
資  産  合  計 107,629,043 
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負　　債　　の　　部 
３．固　定　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
 充てるための企業債 39,652,118 
企 業 債 合 計 39,652,118 

⑵　引　　　　当　　　　金
イ 退 職 給 付 引 当 金 43,149 
引 当 金 合 計 43,149 

固 定 負 債 合 計 39,695,267 
４．流　動　負　債
⑴　企　　　　業　　　　債
イ 建設改良費等の財源に
 充てるための企業債 3,593,239 
企 業 債 合 計 3,593,239 

⑵　リ 　 ー 　 ス 　 債 　 務 1,702 
⑶　未　　　　払　　　　金 337,476 
⑷　引　　　　当　　　　金
イ 賞 与 引 当 金 17,063 
引 当 金 合 計 17,063 

流 動 負 債 合 計 3,949,480 
５．繰　延　収　益
⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 74,259,499 
⑵　収　益　化　累　計　額 △ 9,283,513 64,975,986 
繰 延 収 益 合 計 64,975,986 
負 債 合 計 108,620,733 
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資　　本　　の　　部 
６．資　　本　　金 365,118 
７．剰　　余　　金
⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
イ 諸 補 助 金 687,037 
ロ そ の 他 資 本 剰 余 金 661,018 
資 本 剰 余 金 合 計 1,348,055 

⑵　欠 　 　 　 損 　 　 　 金
イ 当年度未処理欠損金 2,704,863 
欠 損 金 合 計 2,704,863 

剰 余 金 合 計 △ 1,356,808 
資 本 合 計 △ 991,690 
負 債 資 本 合 計 107,629,043 
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平成２９年度奈良市下水道事業会計
補正予算（第１号）参考書　　　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 下 水 道
事業費用 8,040,000 18,255 8,058,255

１. 営業費用 7,213,757 18,255 7,232,012

１.管 渠 費 166,926 24,946 191,872

⑴給 料 9,642 11,519 21,161

⑵手 当 6,322 7,690 14,012

⑶賞与引当金
繰 入 額 1,487 1,628 3,115

⑹法定福利費 3,587 4,109 7,696

４.普及指導費 71,623 2,058 73,681

⑴給 料 17,347 1,823 19,170

⑵手 当 8,484 197 8,681

⑶賞与引当金
繰 入 額 2,388 131 2,519

⑹法定福利費 5,556 △ 93 5,463

６.総 係 費 205,560 △ 8,749 196,811

⑴給 料 42,047 △ 3,853 38,194

⑵手 当 27,914 567 28,481

⑶賞与引当金
繰 入 額 7,462 △ 1,082 6,380

⑹法定福利費 15,295 △ 2,175 13,120

⑻退職給付費 11,197 △ 2,206 8,991
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

支　　　　　　　　出

� （単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１. 資 本 的
支 出 4,432,000 602 4,432,602

１. 建設改良費 920,272 602 920,874

１.管渠建設費 341,474 602 342,076

⑴給 料 29,410 △ 377 29,033

⑵手 当 17,234 1,552 18,786

⑶賞与引当金
繰 入 額 5,171 △ 122 5,049

⑹法定福利費 10,434 △ 451 9,983
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奈良市議案第１０１号

奈良市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

　奈良市職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

　奈良市職員の育児休業等に関する条例（平成４年奈良市条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。

　第２条第４号アイ中「第２条の３第３号において」を「以下」に改め、「いう。）」の

次に「（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）」を加える。

　第２条の３第２号中「この条」の次に「及び次条」を加える。

　第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。

　（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合）

第�２条の４　育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６か月から２歳に達す

るまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該子の

１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任期の末日を育児休業

の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又

は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の

翌日又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合であって、次の各号のいずれにも該当するときとする。

　⑴�　当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日において育児休業を

している場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６か月到達日において地方

等育児休業をしている場合

　⑵�　当該子の１歳６か月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務の

ために特に必要と認められる場合として市長が規則で定める場合に該当する場合

　第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童福祉法第３

－ 70 － － 71 －



９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推

進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園又は児

童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等（以下「保育所等」という。）にお

ける保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加

え、同条第７号中「こと」の次に「又は第２条の４の規定に該当すること」を加える。

　第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等における保育

の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこと」を加える。

　第１１条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子について保育所

等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われないこ

と」を加える。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　地方公務員の育児休業等に関する法律等の改正に伴い、非常勤職員の育児休業の期間及

び職員の再度の育児休業等の要件に関し所要の改正を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０２号

奈良市立こども園設置条例等の一部改正について

　奈良市立こども園設置条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市立こども園設置条例等の一部を改正する条例

　（奈良市立こども園設置条例の一部改正）

第�１条　奈良市立こども園設置条例（平成２６年奈良市条例第５２号）の一部を次のよう

に改正する。

　　第２条の表に次のように加える。

　（奈良市立保育所設置条例の一部改正）

第�２条　奈良市立保育所設置条例（平成１７年奈良市条例第２６号）の一部を次のように

改正する。

　　第２条の表若草保育園の項及び朱雀保育園の項を削る。

　（奈良市立学校設置条例の一部改正）

第�３条　奈良市立学校設置条例（昭和３９年奈良市条例第１６号）の一部を次のように改

正する。

　�　第２条の表幼稚園の部奈良市立平城幼稚園の項、奈良市立東登美ヶ丘幼稚園の項及び

奈良市立朱雀幼稚園の項を削る。

奈良市立若草こども園 奈良市川上町４９３番地の１ １３０人

奈良市立朱雀こども園 奈良市朱雀六丁目９番地・奈良市朱雀
六丁目１０番地の２ ２５０人

奈良市立平城こども園 奈良市秋篠町１，５４０番地の１ １７０人

奈良市立東登美ヶ丘こども
園 奈良市東登美ヶ丘四丁目２１番２６号 １４０人
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　　　附　則

　この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

　（提案理由）

　奈良市幼保再編基本計画及び実施計画に基づき、幼稚園及び保育所の一部を再編し、幼

保連携型認定こども園を設置するため、関係条例の規定を整備しようとするものである。
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奈良市議案第１０３号

奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例の一部改正について

　奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例

　奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４７年奈良市条例第１２号）の一部

を次のように改正する。

　第３条に次の１号を加える。

　⑶　市長が別に規則で定める額

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

　（経過措置）

２�　この条例による改正後の奈良市心身障害者医療費の助成に関する条例の規定は、この

条例の施行の日以後に行われた医療に係る医療費の助成について適用し、同日前に行わ

れた医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。

　（提案理由）

　他の医療費助成制度との公平化を図るため、心身障害者医療費助成制度において助成金

控除に係る規定の整備を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０４号

奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる
特定非営利活動法人等を定める条例の一部改正について

　奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める

条例の一部を次のように改正しようとする。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　�奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定

める条例の一部を改正する条例

　奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める

条例（平成２５年奈良市条例第５８号）の一部を次のように改正する。

　別表中「特定非営利活動法人近畿介助犬訓練所」を「特定非営利活動法人近畿介助犬協

会」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　条例別表に規定する特定非営利活動法人の名称変更に伴い、所要の文言整理を行おうと

するものである。
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奈良市議案第１０５号

奈良市都市公園条例及び奈良市行政財産
使用料条例の一部改正について　　　　

　奈良市都市公園条例及び奈良市行政財産使用料条例の一部を次のように改正しようとす

る。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　奈良市都市公園条例及び奈良市行政財産使用料条例の一部を改正する条例

　（奈良市都市公園条例の一部改正）

第�１条　奈良市都市公園条例（昭和４６年奈良市条例第１４号）の一部を次のように改正

する。

　�　第１３条第１項中「公園施設の設置若しくは管理、都市公園の占用又は第３条第１項

各号に掲げる行為の許可を受けた際」を「市長が指定する期日までに一括して」に改め

る。

　（奈良市行政財産使用料条例の一部改正）

第�２条　奈良市行政財産使用料条例（昭和４９年奈良市条例第１９号）の一部を次のよう

に改正する。

　�　第５条第１項中「使用前に」を「市長が指定する期日までに一括して」に改め、同項

ただし書を削る。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　都市公園の使用料及び行政財産使用料の納付期限に関し、所要の改正を行おうとするも

のである。
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奈良市議案第１０６号

工事請負契約の締結について

　浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）について、次のとおり工事請負契約を

締結するものとする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　契約の目的　　浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）

２　契約の方法　　制限付一般競争入札

３　契 約 金 額　　１７０，１８６，４００円

４　契約の相手方　　奈良市三条大路二丁目１番６６号

　　　　　　　　　　�浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）平井建設・森本工

業特定建設工事共同企業体

　　　　　　　　　　　代表者　平井建設株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　平井　克

　　　　　　　　　　　　　　　森本工業株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　森本　勝博
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浸水対策工事（東九条町地内他・西九条川支流）の概要

１．工事場所　　奈良市東九条町地内他

２．工事規模

　　　工事延長　　Ｌ＝５４９ｍ

　（１）管 布 設 工　　一式

　（２）推 進 工　　一式

　（３）立 坑 築 造 工　　一式

　（４）マンホール築造工　　一式

　（５）薬 液 注 入 工　　一式

　（６）付 帯 工　　一式

　（７）仮 設 工　　一式

３．工　　期　　契約の日から平成３０年３月３０日まで
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奈良市議案第１０７号

訴 え の 提 起 に つ い て

　本市は、本市に帰属する有価物を窃取する等して本市に損害を被らせた相手方に対し、

当該損害の賠償を求めるため、次のとおり裁判所に訴えを提起する。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　訴えを提起する相手方の住所及び氏名

２　訴えの要旨

　⑴�　 と が共謀して、平成２７年４月１１日から平成２７年１０月

２４日までの間に、本市が環境清美センターにおいて保管していた本市の管理に係る

アルミ製空き缶及び廃棄自転車を窃取したことによる損害金１，２７１，１００円及

びこれに対する遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑵�　 が、平成２４年１２月８日から平成２８年４月２３日までの間に、市内

の給油所において本市の公用車用の給油伝票を用いて購入したガソリン及び灯油を業

務以外の用に供したことにより本市に生じた損害金７３８，７５２円及びこれに対す

る遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑶�　 と が共謀して、平成２４年１１月９日から平成２８年５月１８

日までの間に、本市が所有する重機から軽油を抜き取ったことによる損害金７，２５

　　８，８７９円及びこれに対する遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑷�　 が、平成２５年４月１日から平成２８年５月２日までの間に、本市が所

住　　　　　　所 氏　　名
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有するダンプから軽油を抜き取ったことによる損害金１，２４２，９３８円及びこれ

に対する遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑸�　 が、平成２５年１２月２６日から平成２８年４月２５日までの間に、市内

の給油所において本市の公用車用の給油伝票を用いて購入したガソリン及び灯油を業

務以外の用に供したことにより本市に生じた損害金１６９，４６３円及びこれに対す

る遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑹�　 が、平成２５年４月１日から平成２８年５月６日までの間に、本市が所有

するダンプから軽油を抜き取ったことによる損害金２，１９５，６０２円及びこれに

対する遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑺�　 が、平成２５年１月２１日から平成２８年５月９日までの間に、市内の給

油所において本市の公用車用の給油伝票を用いて購入したガソリン、灯油及び軽油を

業務以外の用に供したことにより本市に生じた損害金５，６２９，４６２円及びこれ

に対する遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

　⑻�　 と が共謀して、平成２５年４月に知り合いの業者に不当に高額

な修繕費で重機の修繕業務を発注させ、これによって平成２５年９月に本市に適正な

修繕料を大幅に超過する支出をさせたことによる損害金１，９８０，５６５円及びこ

れに対する遅延損害金を加えた金額を支払えとの判決を求める。

３　訴訟遂行の方針

　⑴　弁護士を訴訟代理人とし、又は本市職員を指定代理人と定める。

　⑵�　本市は、上記の訴訟の目的達成に特に必要があるときは、訴え又は当事者の追加又

は変更をすることができる。

　⑶　判決の結果、必要がある場合は上訴する。

　⑷�　本市は、上記の訴訟において必要があるときは、適当と認める条件で当事者と和解

することができる。
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奈良市議案第１０８号

反 訴 の 提 起 に つ い て

　本市は、農業経営構造対策事業補助金返還に係る債務不存在確認請求事件について、次

のとおり裁判所に反訴を提起する。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　反訴を提起する相手方の住所及び氏名

　　大阪府豊中市服部元町一丁目３番１５号

　　　株式会社三興代表取締役　畑中　和義

２　反訴の要旨

　�　平成１６年７月２１日に旧都祁村において交付決定した農業経営構造対策事業補助金

について、平成２４年１１月１日、事業主体であった認定農業者等で組織する法人が、

針テラスを運営する株式会社三興に合併し解散した。このことにより補助要件を欠いた

ため、本市は補助金等変更交付決定及び補助金返還命令を行った。

　�　その後、相手方から補助金等変更交付決定無効確認請求訴訟が提起された。この事件

については、平成２９年９月１５日に相手方の訴えを却下する判決が確定した。

　�　新たに相手方から債務不存在確認請求訴訟が提起され係争中であるが、この訴えに対

し、補助金２３，４４１，１０２円の返還及びこれに対する遅延損害金を加えた金額の支

払いを求め反訴を提起する。

３　訴訟遂行の方針

　⑴　弁護士を訴訟代理人とする。

　⑵　判決の結果、必要がある場合は上訴する。

　⑶�　本市は、上記の訴訟において必要があるときは、適当と認める条件で当事者と和解

することができる。
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奈良市議案第１０９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市月ヶ瀬尾山１１２４番地

　　　奈良市月ヶ瀬福祉センター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杏町７９番地の４

　　　社会福祉法人奈良市社会福祉協議会

　　　会長　福井　重忠

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴�　奈良市月ヶ瀬福祉センター条例第３条（第３号を除く。）に規定する事業の実施に

関すること。

　⑵　奈良市月ヶ瀬福祉センターの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市月ヶ瀬福祉センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 88 － － 89 －



奈良市議案第１１０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市藺生町１９２２番地の８

　　　奈良市都祁福祉センター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杏町７９番地の４

　　　社会福祉法人奈良市社会福祉協議会

　　　会長　福井　重忠

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市都祁福祉センター条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市都祁福祉センターの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市都祁福祉センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 88 － － 89 －



奈良市議案第１１１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市法蓮町１７０２番地の１

　　　奈良市東福祉センター

　　奈良市百楽園一丁目９番１３号

　　　奈良市西福祉センター

　　奈良市右京一丁目１番地の４

　　　奈良市北福祉センター

　　奈良市南永井町４５番地の１

　　　奈良市南福祉センター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杏町７９番地の４

　　　社会福祉法人奈良市社会福祉協議会

　　　会長　福井　重忠

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人福祉センター条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

－ 90 － － 91 －



　⑵　センターの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 90 － － 91 －



奈良市議案第１１２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市須川町７７６番地

　　　奈良市東里老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市東里地区万年青年クラブ連合会

　　　会長　

　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 92 － － 93 －



奈良市議案第１１３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市鳥見町四丁目４番地

　　　奈良市鳥見老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市鳥見喜楽会

　　　会長　

　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 92 － － 93 －



奈良市議案第１１４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市中登美ケ丘一丁目１９９４番地の３

　　　奈良市登美ケ丘老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市登美ヶ丘地区万年青年クラブ連合会

　　　会長　

　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 94 － － 95 －



奈良市議案第１１５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市横井一丁目６２０番地の１

　　　奈良市横井老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　横井ひまわりクラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 94 － － 95 －



奈良市議案第１１６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町３８７番地の１２

　　　奈良市杏中老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市杏中町万年青年クラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 96 － － 97 －



奈良市議案第１１７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町４２４番地の６

　　　奈良市杏南老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市杏南町万年青年クラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 96 － － 97 －



奈良市議案第１１８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市八条一丁目８２３番地

　　　奈良市八条老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市九十九会万年青年クラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 98 － － 99 －



奈良市議案第１１９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市東之阪町５番地の６０

　　　奈良市東之阪老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市東之阪第一老友会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 98 － － 99 －



奈良市議案第１２０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市横田町１９１番地の１

　　　奈良市田原老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市田原地区万年青年クラブ連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 100 － － 101 －



奈良市議案第１２１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市西狭川町１０８８番地の１

　　　奈良市狭川老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市上狭川クラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 100 － － 101 －



奈良市議案第１２２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市古市町１４８２番地の２

　　　奈良市古市老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　古市町老人クラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 102 － － 103 －



奈良市議案第１２３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市大柳生町１９９０番地

　　　奈良市大柳生老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市大柳生地区万年青年クラブ連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 102 － － 103 －



奈良市議案第１２４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市興ケ原町６７０番地の１

　　　奈良市柳生老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市柳生地区万年青年クラブ連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 104 － － 105 －



奈良市議案第１２５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市紀寺町５６８番地の７

　　　奈良市梅園老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市紀寺宝寿会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 104 － － 105 －



奈良市議案第１２６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市西之阪町５番地の１

　　　奈良市西之阪老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市西寿クラブ

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 106 － － 107 －



奈良市議案第１２７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市月ヶ瀬石打１１７１番地の１

　　　奈良市石打老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市石打第二梅寿会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 106 － － 107 －



奈良市議案第１２８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市月ヶ瀬桃香野１１９７番地

　　　奈良市桃香野老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市桃香野第三梅寿会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 108 － － 109 －



奈良市議案第１２９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市月ヶ瀬尾山３４８番地の３

　　　奈良市尾山老人憩の家

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市尾山第一梅寿会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市老人憩の家条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　憩の家の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑶　憩の家の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 108 － － 109 －



奈良市議案第１３０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市茗荷町１１７１番地

　　　奈良市田原老人軽作業場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市田原地区万年青年クラブ連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　作業場の利用に関すること。

　⑵　作業場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 110 － － 111 －



奈良市議案第１３１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市藺生町１８６１番地の７

　　　奈良市並松老人軽作業場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市並松老人学級

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　作業場の利用に関すること。

　⑵　作業場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 110 － － 111 －



奈良市議案第１３２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市東之阪町１４番地の４

　　　奈良市東之阪共同浴場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市東之阪町自治会

　　　自治会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市東之阪共同浴場の供用に関すること。

　⑵　奈良市東之阪共同浴場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 112 － － 113 －



奈良市議案第１３３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市横井二丁目２５０番地の１３

　　　奈良市横井共同浴場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市横井町自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市横井共同浴場の供用に関すること。

　⑵　奈良市横井共同浴場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 112 － － 113 －



奈良市議案第１３４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市古市町１５０３番地の１

　　　奈良市古市西共同浴場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市古市町自治連合体

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市古市西共同浴場の供用に関すること。

　⑵　奈良市古市西共同浴場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 114 － － 115 －



奈良市議案第１３５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町３８６番地の１

　　　奈良市杏中共同浴場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市杏中町自治会

　　　自治会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市杏中共同浴場の供用に関すること。

　⑵　奈良市杏中共同浴場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 114 － － 115 －



奈良市議案第１３６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市東寺林町３８番地

　　　奈良市ならまちセンター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市ならまちセンター条例第５条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市ならまちセンター市民文化ホールの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶�　奈良市ならまちセンター市民文化ホールの施設及び附属設備の維持管理に関するこ

と。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 116 － － 117 －



奈良市議案第１３７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市鳴川町３２番地の１

　　　奈良市音
おん

声
じよう

館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市音
おん

声
じよう

館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市音
おん

声
じよう

館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市音
おん

声
じよう

館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 116 － － 117 －



奈良市議案第１３８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市三条宮前町７番１号

　　　なら１００年会館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　なら１００年会館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　なら１００年会館（駐車場を除く。）の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　なら１００年会館（駐車場を除く。）の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 118 － － 119 －



奈良市議案第１３９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市三条宮前町７番１号

　　　なら１００年会館駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町８番１号

　　　奈良市市街地開発株式会社

　　　取締役社長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　なら１００年会館駐車場の供用に関すること。

　⑵　なら１００年会館駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 118 － － 119 －



奈良市議案第１４０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市学園南三丁目１番５号

　　　奈良市西部会館市民ホール

２　指定管理者の所在地及び名称

　　さいたま市浦和区仲町一丁目１２番１号

　　　日本環境マネジメント株式会社

　　　代表取締役　片山　安茂

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市西部会館市民ホール条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市西部会館市民ホールの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市西部会館市民ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 120 － － 121 －



奈良市議案第１４１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市二条大路南一丁目３番１号

　　　奈良市美術館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市美術館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市美術館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市美術館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 120 － － 121 －



奈良市議案第１４２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市右京一丁目１番地の４

　　　奈良市北部会館市民文化ホール

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市北部会館条例第５条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市北部会館市民文化ホールの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市北部会館市民文化ホールの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 122 － － 123 －



奈良市議案第１４３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市都祁白石町１１３３番地

　　　奈良市都祁交流センター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市都祁交流センター条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　交流センターの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　交流センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 122 － － 123 －



奈良市議案第１４４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市法蓮町１７０２番地の１

　　　奈良市ボランティアセンター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杏町７９番地の４

　　　社会福祉法人奈良市社会福祉協議会

　　　会長　福井　重忠

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市ボランティアセンター条例第２条の２に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市ボランティアセンターの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市ボランティアセンターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 124 － － 125 －



奈良市議案第１４５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

種　別 名　　　　　称 所　在　地

野球場　　 奈良市緑ヶ丘球場 奈良市奈良阪町２８５１番地

体育館 奈良市西部生涯スポーツセンター体
育館 奈良市中町４８６０番地

屋外プール 奈良市青山プール 奈良市青山三丁目２番地

屋内プール 奈良市西部生涯スポーツセンター屋
内温水プール 奈良市中町４８６０番地

庭球場 奈良市黒谷コート 奈良市中町２８７７番地

奈良市平城第一コート 奈良市左京二丁目 1番地

奈良市平城第二コート 奈良市朱雀二丁目１２番地

奈良市青山コート 奈良市青山三丁目２番地

奈良市佐保山コート 奈良市佐保台二丁目９０２番地
の３７４

奈良市西部生涯スポーツセンターコ
ート 奈良市丸山一丁目９０５番地

球技場 奈良市黒谷球技場 奈良市中町２８７７番地

奈良市平城第一球技場 奈良市左京二丁目１番地

奈良市平城第二球技場 奈良市朱雀二丁目１２番地

奈良市中ノ川球技場 奈良市芝辻町５５６番地の１

奈良市奈良阪球技場 奈良市奈良阪町１３６７番地

奈良市登美ヶ丘球技場 奈良市北登美ヶ丘一丁目
１７６１番地の２

奈良市西部生涯スポーツセンター球
技場 奈良市丸山一丁目９０５番地

－ 124 － － 125 －



２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑵　施設及び設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

ゲートボー
ル場

奈良市西部生涯スポーツセンターゲ
ートボール場

奈良市丸山一丁目１０７９番地
の２３８

クラブハウ
ス

奈良市西部生涯スポーツセンターク
ラブハウス

奈良市丸山一丁目１０７９番地
の２３８

－ 126 － － 127 －



奈良市議案第１４６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市都祁白石町１１６１番地

　　　奈良市都祁体育館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑵　施設及び設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 126 － － 127 －



奈良市議案第１４７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　体育施設の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑵　施設及び設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

種　別 名　　　　　称 所　在　地

庭球場 奈良市都祁生涯スポーツセンターコ
ート

奈良市都祁馬場町８４６番地の
５

球技場 奈良市都祁生涯スポーツセンター球
技場

奈良市都祁馬場町８４６番地の
５

多目的コー
ト

奈良市都祁生涯スポーツセンター多
目的コート

奈良市都祁馬場町８４６番地の
５

クラブハウ
ス

奈良市都祁生涯スポーツセンターク
ラブハウス

奈良市都祁馬場町８４６番地の
５

－ 128 － － 129 －



奈良市議案第１４８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市三条本町８番１号

　　　奈良市営 JR奈良駅第１駐車場

　　奈良市三条本町１８番地の１

　　　奈良市営 JR奈良駅第２駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町８番１号

　　　奈良市市街地開発株式会社

　　　取締役社長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 128 － － 129 －



奈良市議案第１４９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市学園南三丁目１番５号

　　　奈良市営西部会館駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町８番１号

　　　奈良市市街地開発株式会社

　　　取締役社長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市営西部会館駐車場の供用に関すること。

　⑵　奈良市営西部会館駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 130 － － 131 －



奈良市議案第１５０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町１４４番地

　　　奈良市杏南第一駐車場

　　奈良市杏町７９番地の１

　　　奈良市杏南第二駐車場

　　奈良市杏町１０９番地

　　　奈良市杏南第三駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　杏南町自治会駐車場運営委員会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 130 － － 131 －



奈良市議案第１５１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市横井一丁目１１４番地の１

　　　奈良市横井第二駐車場

　　奈良市横井一丁目６２５番地の４

　　　奈良市横井第三駐車場

　　奈良市横井一丁目７１２番地の１

　　　奈良市横井第四駐車場

　　奈良市横井一丁目６２０番地の３

　　　奈良市横井第五駐車場

　　奈良市横井一丁目６３７番地の５

　　　奈良市横井第六駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市横井町自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

－ 132 － － 133 －



４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 132 － － 133 －



奈良市議案第１５２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市八条一丁目７９２番地の４

　　　奈良市八条第一駐車場

　　奈良市八条一丁目７８１番地の１

　　　奈良市八条第二駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市八条第二自治会

　　　自治会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 134 － － 135 －



奈良市議案第１５３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杏町２７５番地の４

　　　奈良市杏中第一駐車場

　　奈良市杏町２７７番地の１

　　　奈良市杏中第二駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市杏中町自治会

　　　自治会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 134 － － 135 －



奈良市議案第１５４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市川上町４１１番地の１

　　　奈良市東之阪駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市東之阪町自治会

　　　自治会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設その他の工作物の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 136 － － 137 －



奈良市議案第１５５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市中筋町３１番地の１８

　　　奈良市中筋自転車駐車場

　　奈良市右京一丁目１４番地

　　　奈良市高の原第一自転車駐車場

　　奈良市朱雀三丁目２３番地

　　　奈良市高の原第二自転車駐車場

　　奈良市右京一丁目１４番地

　　　奈良市高の原第三自転車駐車場

　　奈良市右京一丁目１２番地

　　　奈良市高の原第四自転車駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　大阪市阿倍野区阿倍野筋一丁目１番４３号

　　　ミディ総合管理株式会社　

　　　代表取締役社長　藤木　剛一

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

－ 136 － － 137 －



４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の利用承認及び利用制限に関すること。

　⑵　駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 138 － － 139 －



奈良市議案第１５６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市柳生町１５５番地の１

　　　旧柳生藩家老屋敷

　　奈良市柳生町３３７番地

　　　旧柳生藩陣屋跡

　　奈良市柳生下町４９１番地

　　　柳生観光駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市柳生町１５５番地の１

　　　柳生観光協会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　観光施設の入場及び使用の承認及び制限に関すること。

　⑵　観光施設の施設及び設備等の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 138 － － 139 －



奈良市議案第１５７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市手貝町１４番地の１

　　　奈良市転害門前観光駐車場

２　指定管理者の所在地及び名称

　　大阪市阿倍野区阿倍野筋一丁目１番４３号

　　　ミディ総合管理株式会社

　　　代表取締役社長　藤木　剛一

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　駐車場の供用に関すること。

　⑵　駐車場の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑶　その他市長が定めること。

－ 140 － － 141 －



奈良市議案第１５８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市佐保台西町１１５番地

　　　奈良市勤労者総合福祉センター

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市勤労者総合福祉センター条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市勤労者総合福祉センターの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市勤労者総合福祉センターの施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 140 － － 141 －



奈良市議案第１５９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市阿字万字町１番地の１

　　　なら工藝館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市三条本町１３番１号

　　　一般財団法人奈良市総合財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　なら工藝館条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　なら工藝館の個展展示コーナーの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　なら工藝館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他市長が定めること。

－ 142 － － 143 －



奈良市議案第１６０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

施 設 の 名 称 施 設 の 所 在 地
奈良市生涯学習センター 奈良市杉ケ町２３番地
奈良市立中部公民館 奈良市上三条町２３番地の４
奈良市立西部公民館 奈良市学園南三丁目１番５号
奈良市立南部公民館 奈良市山町２７番地の１
奈良市立三笠公民館 奈良市大宮町四丁目３１３番地の３
奈良市立田原公民館 奈良市茗荷町１０７８番地の１
奈良市立富雄公民館 奈良市鳥見町二丁目９番地
奈良市立柳生公民館 奈良市柳生町３４０番地
奈良市立若草公民館 奈良市川上町５７５番地
奈良市立登美ケ丘公民館 奈良市中登美ケ丘三丁目４１６２番地の８１
奈良市立興東公民館 奈良市大柳生町３６３３番地
奈良市立春日公民館 奈良市南京終町一丁目８６番地の１
奈良市立二名公民館 奈良市学園赤松町３６８４番地
奈良市立京西公民館 奈良市六条西一丁目３番４３－２号
奈良市立平城西公民館 奈良市神功四丁目２５番地
奈良市立伏見公民館 奈良市青野町二丁目１３番４号
奈良市立富雄南公民館 奈良市中町５０１番地の３
奈良市立平城公民館 奈良市秋篠町１４６８番地
奈良市立飛鳥公民館 奈良市紀寺町９８４番地
奈良市立都跡公民館 奈良市五条町２０４番地の１
奈良市立登美ケ丘南公民館 奈良市中山町西二丁目９２１番地の１
奈良市立平城東公民館 奈良市朱雀六丁目９番地の１
奈良市立月ヶ瀬公民館 奈良市月ヶ瀬尾山２８１５番地
奈良市立都祁公民館 奈良市針町２１９１番地

－ 142 － － 143 －



２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市杉ヶ町２３番地

　　　公益財団法人奈良市生涯学習財団

　　　理事長　津山　恭之

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　公民館の事業の実施に関すること。

　⑵　公民館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　公民館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 144 － － 145 －



奈良市議案第１６１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市学園大和町一丁目１８７番地

　　　西部公民館学園大和分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　学園三碓地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　西部公民館学園大和分館の事業の実施に関すること。

　⑵　西部公民館学園大和分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　西部公民館学園大和分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 144 － － 145 －



奈良市議案第１６２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次にとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市高樋町６４０番地の１

　　　南部公民館精華分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　高樋町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　南部公民館精華分館の事業の実施に関すること。

　⑵　南部公民館精華分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　南部公民館精華分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 146 － － 147 －



奈良市議案第１６３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市東九条町３１８番地

　　　南部公民館東九条分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市東九条町３１８番地

　　　東九条町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　南部公民館東九条分館の事業の実施に関すること。

　⑵　南部公民館東九条分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　南部公民館東九条分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 146 － － 147 －



奈良市議案第１６４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市北永井町５０８番地の２

　　　南部公民館明治分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市北永井町５０８番地の２

　　　明治地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　南部公民館明治分館の事業の実施に関すること。

　⑵　南部公民館明治分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　南部公民館明治分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 148 － － 149 －



奈良市議案第１６５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市四条大路南町１番２２号

　　　三笠公民館大安寺西分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　大安寺西地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　三笠公民館大安寺西分館の事業の実施に関すること。

　⑵　三笠公民館大安寺西分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　三笠公民館大安寺西分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 148 － － 149 －



奈良市議案第１６６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市横田町３３６番地の１

　　　田原公民館横田分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　田原地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　田原公民館横田分館の事業の実施に関すること。

　⑵　田原公民館横田分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　田原公民館横田分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 150 － － 151 －



奈良市議案第１６７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市水間町９８９番地の１

　　　田原公民館水間分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　水間町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　田原公民館水間分館の事業の実施に関すること。

　⑵　田原公民館水間分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　田原公民館水間分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 150 － － 151 －



奈良市議案第１６８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市杣ノ川町６９８番地

　　　田原公民館杣ノ川分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　杣ノ川町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　田原公民館杣ノ川分館の事業の実施に関すること。

　⑵　田原公民館杣ノ川分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　田原公民館杣ノ川分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 152 － － 153 －



奈良市議案第１６９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市富雄北二丁目２番８号

　　　富雄公民館元町分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　富雄公民館元町分館管理協議会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　富雄公民館元町分館の事業の実施に関すること。

　⑵　富雄公民館元町分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　富雄公民館元町分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 152 － － 153 －



奈良市議案第１７０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市興ヶ原町３４９番地の１

　　　柳生公民館興ヶ原分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　興ヶ原町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　柳生公民館興ヶ原分館の事業の実施に関すること。

　⑵　柳生公民館興ヶ原分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　柳生公民館興ヶ原分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 154 － － 155 －



奈良市議案第１７１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市邑地町４５１番地の４

　　　柳生公民館邑地分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　邑地町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　柳生公民館邑地分館の事業の実施に関すること。

　⑵　柳生公民館邑地分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　柳生公民館邑地分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 154 － － 155 －



奈良市議案第１７２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市丹生町８４７番地

　　　柳生公民館丹生分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　丹生町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　柳生公民館丹生分館の事業の実施に関すること。

　⑵　柳生公民館丹生分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　柳生公民館丹生分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 156 － － 157 －



奈良市議案第１７３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市北野山町７２４番地

　　　柳生公民館北野山分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　北野山町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　柳生公民館北野山分館の事業の実施に関すること。

　⑵　柳生公民館北野山分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　柳生公民館北野山分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 156 － － 157 －



奈良市議案第１７４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市法蓮町２９１番地の３

　　　若草公民館佐保分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　若草公民館佐保分館運営委員会

　　　委員長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　若草公民館佐保分館の事業の実施に関すること。

　⑵　若草公民館佐保分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　若草公民館佐保分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 158 － － 159 －



奈良市議案第１７５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市須川町７７６番地

　　　興東公民館東里分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　東里地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　興東公民館東里分館の事業の実施に関すること。

　⑵　興東公民館東里分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　興東公民館東里分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 158 － － 159 －



奈良市議案第１７６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市下狭川町３１０９番地の２

　　　興東公民館狭川分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　狭川地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　興東公民館狭川分館の事業の実施に関すること。

　⑵　興東公民館狭川分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　興東公民館狭川分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 160 － － 161 －



奈良市議案第１７７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市大平尾町４７１番地

　　　興東公民館大平尾分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　大平尾町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　興東公民館大平尾分館の事業の実施に関すること。

　⑵　興東公民館大平尾分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　興東公民館大平尾分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 160 － － 161 －



奈良市議案第１７８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市西木辻町２００番地の６７

　　　春日公民館西木辻分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　八軒町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　春日公民館西木辻分館の事業の実施に関すること。

　⑵　春日公民館西木辻分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　春日公民館西木辻分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 162 － － 163 －



奈良市議案第１７９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市大安寺四丁目４番３４号

　　　春日公民館大安寺分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市大安寺四丁目４番３４号

　　　大安寺地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　春日公民館大安寺分館の事業の実施に関すること。

　⑵　春日公民館大安寺分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　春日公民館大安寺分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 162 － － 163 －



奈良市議案第１８０号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市南京終町七丁目５５４番地の３

　　　春日公民館済美南分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　済美南地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　春日公民館済美南分館の事業の実施に関すること。

　⑵　春日公民館済美南分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　春日公民館済美南分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 164 － － 165 －



奈良市議案第１８１号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市二名一丁目２４００番地の４

　　　二名公民館二名分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　二名地区自治協議会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　二名公民館二名分館の事業の実施に関すること。

　⑵　二名公民館二名分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　二名公民館二名分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 164 － － 165 －



奈良市議案第１８２号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市西登美ヶ丘五丁目３番９号

　　　二名公民館西登美ヶ丘分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　二名公民館西登美ヶ丘分館運営協議委員会

　　　委員長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　二名公民館西登美ヶ丘分館の事業の実施に関すること。

　⑵　二名公民館西登美ヶ丘分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　二名公民館西登美ヶ丘分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 166 － － 167 －



奈良市議案第１８３号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市平松一丁目２４番１号

　　　京西公民館平松分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　平松一丁目自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　京西公民館平松分館の事業の実施に関すること。

　⑵　京西公民館平松分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　京西公民館平松分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 166 － － 167 －



奈良市議案第１８４号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市あやめ池南一丁目７番６２号

　　　伏見公民館あやめ池分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市あやめ池南一丁目７番６２号

　　　あやめ池地区自治連合会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　伏見公民館あやめ池分館の事業の実施に関すること。

　⑵　伏見公民館あやめ池分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　伏見公民館あやめ池分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 168 － － 169 －



奈良市議案第１８５号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市歌姫町１０９４番地

　　　平城公民館歌姫分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　歌姫町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　平城公民館歌姫分館の事業の実施に関すること。

　⑵　平城公民館歌姫分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　平城公民館歌姫分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 168 － － 169 －



奈良市議案第１８６号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市白毫寺町５８番地の２

　　　飛鳥公民館白毫寺分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　白毫寺町連合自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　飛鳥公民館白毫寺分館の事業の実施に関すること。

　⑵　飛鳥公民館白毫寺分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　飛鳥公民館白毫寺分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 170 － － 171 －



奈良市議案第１８７号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市佐紀町３０８９番地

　　　都跡公民館佐紀分館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　奈良市佐紀町３０８９番地

　　　佐紀中町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　都跡公民館佐紀分館の事業の実施に関すること。

　⑵　都跡公民館佐紀分館の使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　都跡公民館佐紀分館の施設及び附属設備の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 170 － － 171 －



奈良市議案第１８８号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市奈良阪町１７３１番地

　　　奈良市黒髪山キャンプフィールド

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市黒髪山キャンプフィールド運営協議会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市黒髪山キャンプフィールド条例第３条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　奈良市黒髪山キャンプフィールドの使用承認及び使用制限に関すること。

　⑶　奈良市黒髪山キャンプフィールドの施設及び附属設備等の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 172 － － 173 －



奈良市議案第１８９号

公の施設の指定管理者の指定について

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により、次のとお

り公の施設の指定管理者を指定したいので、同条第６項の規定により議会の議決を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

１　指定管理者を指定する公の施設

　　奈良市上深川町５１１番地

　　　上深川歴史民俗資料館

２　指定管理者の所在地及び名称

　　

　　　奈良市上深川町自治会

　　　会長　

３　指定管理者の指定の期間

　　平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　奈良市文化財保存公開施設条例第 3条に規定する事業の実施に関すること。

　⑵　上深川歴史民俗資料館の使用承認申請の受付に関すること。

　⑶　上深川歴史民俗資料館の施設、保管資料等の維持管理に関すること。

　⑷　その他教育委員会が定めること。

－ 172 － － 173 －



奈良市議案第１９０号

教育委員会の委員の任命について

　教育委員会の委員のうち、都築由美氏は、平成２９年１２月９日付けをもって、その任

期が満了せられることに伴い、同氏を再び同委員会の委員に任命いたしたい。　　

　よって、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４

条第２項の規定により議会の同意を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　　　住　所　　

　　　　　氏　名　　都
つ

　築
づき

　　由
ゆ

　美
み

　　　　　　　　　　

－ 174 － － 175 －



履　　　　歴　　　　書

　　氏　　名　　　都　築　　由　美

　　生年月日　　　

　　現 住 所　　　

　　　　　　　　　　　　　学　　　　　　　歴

　　 　　

　　　　　　　　　　　　　職　　　　　　　歴

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　　　　　　　　 　　

　　 　　

　　 　　

－ 174 － － 175 －



奈良市議案第１９１号

公平委員会の委員の選任について

　公平委員会の委員として、次の者を選任いたしたいので、地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第９条の２第２項の規定により議会の同意を求める。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

　　　　　住　所　　

　　　　　氏　名　　奥
おく

　田
だ

　　千
ち

　昭
あき

　　　　　　　　　　

－ 176 － － 177 －



履　　　　歴　　　　書

　　氏　　名　　　奥　田　　千　昭

　　生年月日　　　

　　現 住 所　　　

　　　　　　　　　　　　　学　　　　　　　歴

　　 　　

　　　　　　　　　　　　　職　　　　　　　歴

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　　 　　

　　 　　

－ 176 － － 177 －



奈良市議案第１９２号

平成２９年度奈良市一般会計
補正予算（第５号）　　　　

　平成２９年度奈良市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ９７３，６０９千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２９，２８４，１１１千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

－178 － － 179 －



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

11．地 方 交 付 税
千円

13,700,000
千円

66,233
千円

13,766,233

1 ．地 方 交 付 税 13,700,000 66,233 13,766,233

13．分 担 金 及 び
負 担 金 1,305,141 23,768 1,328,909

1 ．分 担 金 3,842 23,768 27,610

15．国 庫 支 出 金 23,452,978 210,343 23,663,321

1 ．国 庫 負 担 金 19,777,902 199,403 19,977,305

2 ．国 庫 補 助 金 2,065,176 10,940 2,076,116

16．県 支 出 金 7,867,996 122,897 7,990,893

1 ．県 負 担 金 5,922,121 30,000 5,952,121

2 ．県 補 助 金 1,618,593 92,897 1,711,490

18．寄 附 金 303,340 1,500 304,840

1 ．寄 附 金 303,340 1,500 304,840

20．繰 越 金 404,204 318,868 723,072

1 ．繰 越 金 404,204 318,868 723,072

22．市 債 12,350,700 230,000 12,580,700

1 ．市 債 12,350,700 230,000 12,580,700

歳 入 合 計 128,310,502 973,609 129,284,111

－ 178 － － 179 －



　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1． 議 会 費
千円

710,754
千円

△ 2,335
千円

708,419

1 ．議 会 費 710,754 △ 2,335 708,419

2 ．総 務 費 14,165,020 74,091 14,239,111

1 ．総 務 管 理 費 10,219,456 56,054 10,275,510

2 ．企 画 費 1,519,900 442 1,520,342

3 ．徴 税 費 1,316,201 26,042 1,342,243

4 ．戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費 548,448 △ 15,847 532,601

5 ．選 挙 費 452,188 6,271 458,459

6 ．統 計 調 査 費 26,306 613 26,919

7 ．監 査 委 員 費 82,521 516 83,037

3 ．民 生 費 57,482,129 114,302 57,596,431

1 ．社 会 福 祉 費 25,778,441 106,812 25,885,253

2 ．児 童 福 祉 費 18,312,937 28,007 18,340,944

3 ．生 活 保 護 費 13,179,884 △ 22,439 13,157,445

4 ．国 民 年 金
事 務 費 210,867 1,922 212,789

4． 衛 生 費 10,259,416 296,392 10,555,808

1 ．保 健 衛 生 費 1,929,108 172,559 2,101,667

2 ．保 健 所 費 1,902,553 △ 18,579 1,883,974

3 ．清 掃 費 5,764,523 142,412 5,906,935

5． 労 働 費 125,118 240 125,358

1 ．労 働 諸 費 125,118 240 125,358

－ 180 － － 181 －



款 項 補正前の額 補　正　額 計

6 ．農 林 水 産 業 費
千円

671,655
千円

4,875
千円

676,530

1 ．農 林 費 671,655 4,875 676,530

7 ．商 工 費 1,485,777 4,788 1,490,565

1 ．商 工 費 1,485,777 4,788 1,490,565

8． 観 光 費 988,188 18,640 1,006,828

1 ．観 光 費 988,188 18,640 1,006,828

9． 土 木 費 9,826,178 63,771 9,889,949

1 ．土 木 管 理 費 120,529 △ 7,972 112,557

2 ．道 路 橋 梁 費 2,739,732 27,210 2,766,942

3 ．河 川 費 608,454 30,025 638,479

4 ．都 市 計 画 費 3,945,846 16,928 3,962,774

6 ．住 宅 費 518,960 △ 2,420 516,540

10．消 防 費 3,849,752 28,355 3,878,107

1 ．消 防 費 3,849,752 28,355 3,878,107

11．教 育 費 10,917,090 △ 22,510 10,894,580

1 ．教 育 総 務 費 2,536,313 △ 19,414 2,516,899

2 ．小 学 校 費 1,678,560 12,133 1,690,693

3 ．中 学 校 費 668,769 9,872 678,641

4 ．高 等 学 校 費 1,008,182 △ 1,500 1,006,682

5 ．幼 稚 園 費 981,323 18,264 999,587

7 ．保 健 体 育 費 2,679,814 △ 41,865 2,637,949

12．災 害 復 旧 費 148,819 393,000 541,819

1 ．農林水産業施設災 害 復 旧 費 28,819 148,000 176,819

2 ．土 木 施 設
災 害 復 旧 費 105,000 166,000 271,000

3 ．教 育 施 設
災 害 復 旧 費 15,000 79,000 94,000

歳 出 合 計 128,310,502 973,609 129,284,111
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第２表　債務負担行為補正

　１．追加分

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

田原小学校スクールバス運行業務委託 平成29年度から
平成30年度まで

千円

7,128

学 校 給 食 食 材 調 達 経 費 平成29年度から
平成30年度まで 40,000

指定管理者による奈良市月ヶ瀬福祉
セ ン タ ー の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市都祁福祉
セ ン タ ー の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 東 福 祉
センターほか３施設の管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 東 里
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 鳥 見
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市登美ケ丘
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 横 井
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 杏 中
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 杏 南
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 八 条
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 東 之 阪
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 田 原
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 狭 川
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 古 市
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 大 柳 生
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額
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事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 柳 生
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 梅 園
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 西 之 阪
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 石 打
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 桃 香 野
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 尾 山
老 人 憩 の 家 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 田 原
老人軽作業場の管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 並 松
老人軽作業場の管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 東 之 阪
共 同 浴 場 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 横 井
共 同 浴 場 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 古 市 西
共 同 浴 場 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 杏 中
共 同 浴 場 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市ならまち
セ ン タ ー の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市音声館の
管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者によるなら１００年会館の
管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市西部会館
市 民 ホ ー ル の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市美術館の
管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市北部会館
市民文化ホールの管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額
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事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

指定管理者による奈良市都祁交流
セ ン タ ー の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市ボランティア
セ ン タ ー の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市緑ヶ丘球場
ほか１８施設の管理に要する経費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 都 祁
体 育 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市都祁生涯スポーツ
センターコートほか３施設の管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市営西部会館
駐 車 場 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市杏南第一駐車場
ほ か ２ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市横井第二駐車場
ほ か ４ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市八条第一駐車場
ほ か １ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市杏中第一駐車場
ほ か １ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市東之阪駐車場の
管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市中筋自転車駐車場
ほ か ４ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による旧柳生藩家老屋敷
ほ か ２ 施 設 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市転害門前
観 光 駐 車 場 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市勤労者総合
福祉センターの管理に要する経費

平成30年度から
平成32年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る な ら 工 藝 館 の
管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による奈良市生涯学習センター
ほか２３施設の管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 西 部 公 民 館
学園大和分館の管理に要する経費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額
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事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

指 定 管 理 者 に よ る 南 部 公 民 館
精 華 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 南 部 公 民 館
東 九 条 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 南 部 公 民 館
明 治 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 三 笠 公 民 館
大安寺西分館の管理に要する経費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 田 原 公 民 館
横 田 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 田 原 公 民 館
水 間 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 田 原 公 民 館
杣 ノ 川 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 富 雄 公 民 館
元 町 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 柳 生 公 民 館
興 ヶ 原 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 柳 生 公 民 館
邑 地 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 柳 生 公 民 館
丹 生 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 柳 生 公 民 館
北 野 山 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 若 草 公 民 館
佐 保 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 興 東 公 民 館
東 里 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 興 東 公 民 館
狭 川 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 興 東 公 民 館
大 平 尾 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 春 日 公 民 館
西 木 辻 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 春 日 公 民 館
大 安 寺 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

－ 184 － － 185 －



第３表　地方債補正

　１．変更分

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

指 定 管 理 者 に よ る 春 日 公 民 館
済 美 南 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 二 名 公 民 館
二 名 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 二 名 公 民 館
西登美ヶ丘分館の管理に要する経費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 京 西 公 民 館
平 松 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 伏 見 公 民 館
あやめ池分館の管理に要する経費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 平 城 公 民 館
歌 姫 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 飛 鳥 公 民 館
白 毫 寺 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 都 跡 公 民 館
佐 紀 分 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成31年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指 定 管 理 者 に よ る 奈 良 市 黒 髪 山
キャンプフィールドの管理に要する経費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

指定管理者による上深川歴史民俗
資 料 館 の 管 理 に 要 す る 経 費

平成30年度から
平成34年度まで

協定に基づき決定した指定期間中に
おける管理に要する額

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業
千円

51,900
千円

139,700

災 害 復 旧 事 業 130,700 272,900

計 12,350,700 12,580,700

－ 186 － － 187 －



奈良市議案第１９３号

平成２９年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第２号）　　

　平成２９年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ１０，０００千円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４４，６９９，０６７千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

－186 － － 187 －



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

9 ．繰 入 金
千円

2,894,240
千円

△ 10,000
千円

2,884,240

1 ．一 般 会 計
繰 入 金 2,749,638 △ 10,000 2,739,638

歳 入 合 計 44,709,067 △ 10,000 44,699,067

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．総 務 費
千円

370,699
千円

△ 10,000
千円

360,699

1 ．総 務 管 理 費 294,392 △ 10,000 284,392

歳 出 合 計 44,709,067 △ 10,000 44,699,067

－ 188 － － 189 －



奈良市議案第１９４号

平成２９年度奈良市土地区画整理
事業特別会計補正予算（第１号）

　平成２９年度奈良市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３，０００千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ３，２３９，０００千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

－188 － － 189 －



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 ．繰 入 金
千円

813,326
千円

3,000
千円

816,326

1 ．一 般 会 計
繰 入 金 813,326 3,000 816,326

歳 入 合 計 3,236,000 3,000 3,239,000

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

千円

1,926,550
千円

8,000
千円

1,934,550

1 ．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,926,550 8,000 1,934,550

2 ．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

635,850 △ 5,000 630,850

1 ．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

635,850 △ 5,000 630,850

歳 出 合 計 3,236,000 3,000 3,239,000

－ 190 － － 191 －



奈良市議案第１９５号

平成２９年度奈良市介護保険
特別会計補正予算（第２号）

　平成２９年度奈良市の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

（歳入歳出予算の補正）

第�１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１４，５８６千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２９，４３８，８７５千円とする。

２�　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　平成２９年１１月２９日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸

－190 － － 191 －



第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

2 ．国 庫 支 出 金
千円

6,392,718
千円

4,650
千円

6,397,368

2 ．国 庫 補 助 金 1,458,019 4,650 1,462,669

6． 繰 入 金 4,546,868 9,936 4,556,804

1 ．一 般 会 計
繰 入 金 4,344,109 9,936 4,354,045

歳 入 合 計 29,424,289 14,586 29,438,875

款 項 補正前の額 補　正　額 計

1 ．総 務 費
千円

681,383
千円

14,586
千円

695,969

1 ．総 務 管 理 費 314,006 14,586 328,592

歳 出 合 計 29,424,289 14,586 29,438,875
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